
　

介
護
保
険
は
、
40
歳
以
上
の
み

な
さ
ん
が
被
保
険
者
と
な
っ
て

保
険
料
を
納
め
、
介
護
が
必
要
と

な
っ
た
と
き
に
費
用
の
一
部
を
負

担
す
る
こ
と
で
、
介
護
保
険
サ
ー

ビ
ス
（
図
１
）
を
利
用
で
き
る
制

度
で
す
。

　

被
保
険
者
は
、
年
齢
に
よ
り
２

つ
に
分
か
れ
ま
す
。

●
65
歳
以
上
の
か
た

（
第
１
号
被
保
険
者
）

介
護
保
険
制
度

介護保険制度と介護保険料の納付について

居宅介護支援事業所または
地域包括支援センターへ連絡

ケアマネジャーがケアプランを作成

介護保険サービスの利用開始

図 1　介護保険サービス

●訪問型のサービス
自宅を訪問してもらい
日常生活の手助けやリ
ハビリを受け
ることができ
ます。

●通所型のサービス
施 設 に 通 い 食 事 や 入
浴、リハビリを受ける
ことがで
きます。

●一時的な
　短期入所など
自宅で介護を受けている
かたが一時的に施設に泊
まる短期入所や施設へ入
所すること
ができます。

●生活環境を整える
　サービス
住宅改修や福祉用具
購入・貸与などもで
きます。

図 2　介護認定の手順

申請

要介護認定
●訪問調査を受ける
　調査員が自宅などを訪問し、心身の状態や日中の生活、
　家族・居住環境について聞き取り調査を行います。
●主治医が意見書を作成
　主治医に市から意見書の作成を依頼します。主治医は　
心身の状態や病状について記載します。

認定審査
医師や介護サービス事業者などで構成される審査会におい
て、訪問調査の結果や主治医意見書をもとに審査を行います。

結果の通知
結果は、要支援１・２、要介護１～５の７段階です。まだ介
護や支援が必要ないかたは、非該当と認定されます。

　

介
護
や
支
援
が
必
要
で
あ
る
と

認
定
を
受
け
た
場
合
、
介
護
保
険

サ
ー
ビ
ス
が
利
用
で
き
ま
す
。

●
40
歳
～
64
歳
の
か
た

（
第
２
号
被
保
険
者
）

　

介
護
保
険
の
対
象
と
な
る
16
種

類
の
病
気
（
特
定
疾
病
）
が
原
因

で
介
護
や
支
援
が
必
要
で
あ
る
と

認
定
を
受
け
た
場
合
、
介
護
保
険

サ
ー
ビ
ス
が
利
用
で
き
ま
す
。

　

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す

る
に
は
申
請
を
し
、
介
護
や
支
援

が
必
要
で
あ
る
と
認
定
を
受
け
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

介
護
認
定
の
手
順
は
、
図
２
の

と
お
り
で
す
。

　

認
定
を
受
け
た
か
た
は
、
居
宅

介
護
支
援
事
業
所
（
ケ
ア
マ
ネ

ジ
ャ
ー
）
ま
た
は
地
域
包
括
支
援

セ
ン
タ
ー
に
連
絡
し
、
介
護
保
険

サ
ー
ビ
ス
の
利
用
を
進
め
ま
す
。

（
図
３
）

　

ま
た
、
施
設
へ
の
入
所
を
希
望

さ
れ
る
場
合
は
、
介
護
保
険
施
設

へ
申
し
込
み
や
見
学
な
ど
の
手
続

き
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

介
護
保
険
被
保
険
者

介
護
認
定
の
手
順

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
利
用
の
手
順

図 3　介護保険サービス利用の手順

　介護保険料は、国や県の負担金などとともに、介護
保険を健全運営するための大切な財源です。
　社会全体で支える介護保険の仕組みを理解し、介護
保険料の期日までの納付をお願いします。
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65歳以上
のかた
の保険料

40～64歳
のかた
の保険料

公費（税金）
（国・県・市）

図 4　介護保険サービスなどの総費用の財源内訳
　

現
在
、
要
介
護
や
要
支
援
の
認

定
を
受
け
た
か
た
が
、
介
護
保
険

サ
ー
ビ
ス
な
ど
を
利
用
す
る
た
め

に
必
要
な
費
用
は
、
国
・
県
の
負

担
金
や
、
介
護
保
険
料
を
財
源
に

し
て
い
ま
す
。
（
図
４
）

　

年
々
必
要
な
費
用
は
増
加
し
、

介
護
保
険
財
政
は
大
変
厳
し
い
状

況
を
迎
え
て
い
ま
す
。
（
図
５
・

図
６
）

　

65
歳
以
上
の
か
た
の
介
護
保
険

料
は
、
今
後
見
込
ま
れ
る
介
護
保

険
サ
ー
ビ
ス
な
ど
に
係
る
費
用
を

も
と
に
算
出
さ
れ
、
３
年
ご
と
に

見
直
さ
れ
る
「
介
護
保
険
事
業
計

画
」
に
位
置
付
け
て
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
「
第
６
期
介
護
保
険

事
業
計
画
」
の
３
年
目
で
す
。
現

在
、
平
成
30
年
度
か
ら
３
年
間
の

計
画
を
作
成
し
て
い
ま
す
。
介
護

保
険
サ
ー
ビ
ス
な
ど
の
増
加
な
ど

に
伴
い
、
介
護
保
険
料
の
改
定
が

見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

●
65
歳
以
上
の
か
た

　

保
険
料
の
納
め
方
は
、
受
給
し

て
い
る
年
金
の
額
に
よ
っ
て
２
通

り
に
分
か
れ
ま
す
。

年
金
が
年
額
18
万
円
以
上
の
か
た

特
別
徴
収
：
年
金
か
ら
の
天
引
き

　

保
険
料
の
年
額
が
、
年
金
の
支

払
い
月
（
偶
数
月
）
に
年
６
回
に

分
け
て
天
引
き
し
ま
す
。

　

た
だ
し
、
65
歳
に
な
っ
て
か
ら

し
ば
ら
く
の
間
は
、
納
付
書
ま
た

は
口
座
振
替
に
よ
り
納
め
る
普
通

徴
収
に
な
り
ま
す
。
特
別
徴
収
の

開
始
の
お
お
よ
そ
の
目
安
は
、
65

歳
の
誕
生
日
が
４
月
～
９
月
の
か

た
は
翌
年
４
月
か
ら
、
10
月
・
11

月
の
か
た
は
翌
年
６
月
か
ら
、
12

月
・
１
月
の
か
た
は
翌
年
８
月
か

ら
、
２
月
・
３
月
の
か
た
は
翌
年

10
月
か
ら
で
す
。
ま
た
、
保
険
料

が
変
更
に
な
っ
た
か
た
な
ど
も
、

普
通
徴
収
で
納
め
て
い
た
だ
く
場

合
が
あ
り
ま
す
。

年
金
が
年
額
18
万
円
未
満
の
か
た

普
通
徴
収
：
納
付
書
で
納
付
・
口

座
振
替

●
40
～
64
歳
の
か
た

　

保
険
料
は
、
加
入
し
て
い
る
国

民
健
康
保
険
や
社
会
保
険
な
ど
の

医
療
保
険
の
算
定
方
式
に
基
づ
い

て
決
定
し
ま
す
。

　

特
別
な
事
情
が
な
い
の
に
、
保

険
料
の
滞
納
が
続
く
場
合
、
未
納

期
間
に
応
じ
て
介
護
保
険
サ
ー
ビ

ス
の
利
用
が
一
時
差
し
止
め
に
な

り
、
本
来
自
己
負
担
割
合
が
１
割

ま
た
は
２
割
で
あ
る
利
用
者
負
担

が
３
割
に
な
る
措
置
（
給
付
制

限
）
が
と
ら
れ
ま
す
。
（
図
７
）

　

介
護
保
険
料
の
滞
納
は
、
現
在

の
介
護
保
険
財
政
を
支
え
る
役
割

だ
け
で
は
な
く
、
将
来
的
に
自
身

の
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
に

関
わ
る
大
変
重
要
な
こ
と
で
す
。

　

介
護
保
険
料
は
、
２
年
以
上
さ

か
の
ぼ
っ
て
納
付
す
る
こ
と
が
基

本
的
に
で
き
ま
せ
ん
。
必
ず
期
日

を
守
っ
て
納
め
て
く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
介
護
保
険
料
の
納
付
が

困
難
な
場
合
は
、
介
護
保
険
係
へ

相
談
し
て
く
だ
さ
い
。
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図 5　介護保険給付費と保険料収入の推移

図 6　第 1 号被保険者と要介護（要支援）認定者の推移
（人）
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65 ～ 75 歳までの 10 年間保険料を滞納しているかたが 75 歳
で介護認定を受けて介護保険サービスを利用する場合…４年間、
自己負担割合が３割となります。（通常のかたの３倍の支払い）
　ただし、過去２年間が未納の場合は全額負担となります。

たとえば…

１年間滞納
した場合

１年 6 か月
滞納した

場合

2 年以上
滞納した

場合

介
護
保
険
財
政

介
護
保
険
料

介
護
保
険
料
の
納
め
方

介
護
保
険
料
の
滞
納
と

介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
の
利
用

介
護
保
険
で
困
っ
た
時
は

相
談
し
て
く
だ
さ
い

サービスを利用したとき、いったん利
用料の全額を自己負担しなければなり
ません。

自己負担した全額のうち払い戻される
給付費（９割または８割相当分）の一
部または全部が一時的に差し止めとな
り、場合によっては、差し止め額から
滞納保険料が差し引かれます。

介護保険料の未納期間に応じて、本来
１割または２割である利用者負担が３
割に引き上げられ、高額介護サービス
費などの支給が差し止めになります。

図 7　介護保険料の滞納が続く場合の措置
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